
１．はじめに

　令和7・8年度に中城村の発注する測量及び建設コンサルタント等業務委託の入札参加を希

望する業者は、入札参加資格審査を受け、名簿に登録されることが必要です。以下の要領を

参照のうえ、申請書を提出して下さい。

２．入札参加資格申請要件

　次の事項についてすべてを満たしていること。

① 地方自治法施行令第167条の11第１項の規定により準用する同施行令第167条の４

第２項各号のいずれかに該当しない者であること。

② 競争入札に係る契約を締結する能力を有しない者及び破産者で復権を得ない者で

ないこと。

③ 営業に関し法律上必要とする登録を受けていること。

④ 申請時において、納付すべき国税・県税・市町村税に滞納がないこと。

⑤ 営業を開始して１年以上の者であること。　

※１年以上の確定した営業実績のない事業者は登録できません。

⑥ 一部業務についての申請要件

・測量業務を希望する者は、測量法第55条の５の規程による登録を受けていること。

・建築関係建設コンサルタント業務中、建築一般を希望する者は、建築士法第23条

　の３の規程による登録を受けていること。

 ・補償関係コンサルタント業務中、不動産鑑定を希望する者は、不動産鑑定評価に

　関する法律第24条の登録を受けていること

　ていること。

３．入札参加資格の有効期間

令和7年4月1日から令和9年3月31日までとする。

４．申請の方法

（１）受付期間

令和7年2月3日（月）～令和7年2月28日（金）〔消印有効〕

※申請受付は郵送のみとします。

令和７・８年度

中城村測量及び建設コンサルタント等入札参加資格審査申請要領

・登記手続業務を希望する者は、土地家屋調査士法第８条の規程による登録を受け



（２）郵便先及び問い合わせ先

①〒901-2493　中城村字当間585番地1　中城村役場　総務課宛て

②TEL　098-895-2131（内線213）

（３）受付方法

①下記提出書類を、郵送で提出してください。

②提出書類一覧の順番通りにＡ４ファイルに綴って提出して下さい。

③ファイルの色の指定はありませんが、ファイルの背表紙に必ず会社名を記入して下さい。

④提出部数は１部です。

※封筒の表に「入札参加資格審査申請書類在中」と必ず記載してください。

（４）注意事項

①添付する書類で写しの場合はA4サイズにコピーしてください。

②証明書は申請書提出日の前3ヵ月以内のものを添付してください。

③訂正がある場合には再提出の期間が必要となりますので、早めに提出してください。

④書類の不足・不備等がないよう、提出書類一覧等を確認のうえで提出してください。

（5）受理票の通知

受理票は申請者が準備する受理票送付用封筒（長形3号、110円切手貼付）にて令7年

3月末までに送付いたします。



５．提出書類一覧

No.

1

2

3

4
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19

※ 様式の指定がない書類については、任意の様式で構いません。

登記簿謄本（写）
個人事業者にあっては代表者の身分証明
書の写し

市町村民税証明書
所在する市町村の証明書（写）
※完納証明も可（直近2年分）

国税納税証明書
未納税額がないことの証明書（写）
法人事業者（様式その3の3）
個人事業者（様式その3の2）

県税納税証明書
未納税額がないことの証明書（写）
直前2期分

事務所所在地見取図 中城村内に事業所がある場合のみ

委任状及び使用印鑑届出書
入札に関する権限を支店・営業所等に委任
する場合のみ。

社会保険料納入確認（申請）書又は健康保険・
厚生年金保険加入・納入証明書（写）

労働保険加入確認書類（写）

年金事務所に申請する時点で取れる最新の月まで
の、未納がないことの証明書（写）
※適用除外者は提出不要。
※県外業者に限り、直近の領収書の写しでも可。

労働保険証明書又は労働保険概算・確定
申告書及び保険料納付の領収書

測量等実績報告書
県へ提出した、測量等実績報告書の写し
※希望する業種ごとに作成すること

誓約書 【別紙様式】

登録関係必要証明書（写） 営業に関し法律上必要とする登録証明書

経営規模等総括表

【様式第1-2号】
測量及び建設コンサルタント等入札参加資格審
査申請書

受理票送付用封筒（長形3号、110円切手貼付）

提　　出　　書　　類 備　　　　　考

業者カード（測量及び建設コンサルタント等） 【様式第6-2号】

県へ提出した、経営規模等総括表の写し

技術職員有資格者名簿
令和7年1月1日現在で在職する常勤の技術
者。県へ提出した、技術職員有資格者名簿
の写し可　　※資格証の写しも添付すること

税務申告の決算書の写し又は財務諸表（任意様式） 直前２年分。

印鑑証明書（写）
個人事業者にあっては代表者の印鑑証明
書の写し

主要取引金融機関名 【様式第５号】


